
1 

 

起業家の負担軽減に向けた定款認証の見直しに関する取りまとめ（案） 

 

第１ はじめに 

１ 定款認証制度の概要等 

定款とは、会社の商号、事業目的、出資関係、機関設計等について定める会社5 

の根本規範であり、会社法上、株式会社の設立に際し、設立時の定款について公

証人の認証を受けることが必要とされており（会社法第３０条第１項）、その手

続は公証人法で規定されている。 

近時、政府全体で社会変革を進める上でスタートアップの活用を進めようとす

る中、この定款認証について、現在の制度・運用が、限りある時間・労力の中で10 

創業準備を行う起業家にとって、円滑・迅速な起業の負担となっているのではな

いか、スタートアップ支援・創業環境の改善のため、更なる負担軽減や抜本的見

直しを図るべきではないかといった指摘があり、政府内の複数の会議体において

も、その見直しに関する言及等がされている状況にある（注）。 

（注）規制改革実施計画（令和５年６月１７日閣議決定）、デジタル行財政改革会議（同年１15 

０月１１日開催）、規制改革推進会議（同月１６日開催）、行政事業レビュー・秋の年次

公開検証（同年１１月１１日開催）等。 

２ 検討会の開催趣旨と検討経緯 

本検討会は、前記１のような状況を受け、株式会社等の法人設立に必要とされ

る定款認証の改善に向けて、その制度趣旨を踏まえ、デジタル技術等を用いた起20 

業家の負担を軽減する方策等を検討するとともに、定款認証制度の必要性・見直

しについて検討するため、法務大臣の指示により、各界の有識者の知見を得てス

ピード感ある充実した審議・検討を行うことを目的として、令和５年１０月に法

務省民事局に設けられたものである。 

本検討会は、末尾記載の経済界、消費者団体、研究者、実務家といった各界の25 

有識者により構成され、令和５年１０月３１日から同年１２月２７日【Ｐ】まで
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の間に合計５回【Ｐ】の調査審議を重ねて、定款認証の機能・意義や現状・課題

に関する認識を踏まえ、起業家の負担軽減に向けた運用上・制度上の改善策や、

定款認証制度の必要性・抜本的見直し等について検討を行った。本検討会の検討

の過程では、有識者の各委員による意見交換に加えて、スタートアップ経験者、

デジタルサービス事業者及び関係省庁（警察庁、経済産業省）からのヒアリング5 

を実施したほか、事務局が行ったリーガルテックやｅＫＹＣ（デジタル技術を用

いた本人確認。electronic Know Your Customer の略。）関係の事業者等からのヒ

アリング結果の共有なども実施されたところである。 

３ 本検討会における検討の基本的方向性 

本検討会の議論では、まず、スタートアップ支援、創業環境の改善を図るため、10 

起業家の負担軽減を図る必要があるという基本的方向性について、各委員の意見

が一致し、その観点から、定款認証について必要な見直しを図ることが共通認識

とされた。また、公証人による定款認証は、株式会社のほか、一般社団法人・一

般財団法人等の設立にも必要とされている（一般社団法人及び一般財団法人に関

する法律第１３条、第１５５条等）が、本検討会においては、まずは専ら株式会15 

社を対象に必要な方策を検討すると整理され、特に、小規模かつ簡易な組織形態

で早期の株式会社の設立を望む起業家を念頭に、対応策を検討するのが相当であ

るとされた。したがって、本検討会では、以下、特に断らない限り、まずは小規

模かつ簡易な組織形態の株式会社における定款認証の場面を前提に、検討の結果

を取りまとめることとしたい。 20 

そして、本検討会では、定款認証制度の必要性・見直しに関する総合的・多角

的な検討を、テーマを制限することなく広く進めるとともに、並行して、実施可

能な運用改善策についても速やかに取り組んでいくこととされた。その中でも、

制度上の課題については、本検討会において、「モデル定款」の導入や面前確認手

続の見直しといったテーマに議論が集まり、意見が分かれる論点も多く見られた25 

ことから、これらの論点を中心に検討が深められた。こうした議論を踏まえ、以
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下では、各委員の意見の一致又は多数の支持を得た方向性を示すとともに、更な

る課題・可能性として指摘された点や、新たな制度設計・運用に当たって考えら

れる内容・選択肢についても言及することとしたい。  

 

第２ 定款認証制度の機能・意義及び制度の現状について 5 

法務省では、これまで、定款認証制度の機能や意義につき、①定款や法人格の存

立をめぐる紛争の予防、②不正な起業・会社設立の抑止、③マネー・ロンダリング

対策（実質的支配者の把握）といった機能があると整理して説明を行ってきたとこ

ろ、本検討会では、これらの機能・意義に関してゼロベースで様々な観点からの検

討を改めて行った。 10 

その結果、独立の法人格を創出することになる株式会社の設立の在り方として、

前記①～③の機能が果たされる必要があるとすることには、各委員に異論がなかっ

た。特に、株式会社制度の意義、社会的信用から、前記①として、定款内容の適法

性の確保、発起人の確定等の必要があること、前記②として、実態のない名義貸し、

ダミー会社等の設立抑止を図る必要があること、前記③として、我が国の金融市場15 

の評価確保のためマネー・ロンダリング対策を徹底する必要があること等の意義に

は、多くの賛同があった。 

もっとも、そのための手段・制度として、公証人による定款認証を用いることの

是非については、委員間で意見が分かれた。公正中立な第三者専門家である公証人

による設立前の事前チェックとして、その役割を評価する意見が比較的多くある一20 

方、公証人の審査による必然性はなく、他の手段や担い手で同様の機能を果たすこ

とが可能でないかという意見があるなど、定款認証の必要性・相当性については、

その効果や負担、廃止した場合の弊害や代替策の有無等の観点から様々な指摘があ

った。また、前記①～③の機能を公証人の定款認証が担うとしても、現在の公証実

務では確認手続が形式化している例が一部に見られるなど、必ずしも十分な機能を25 

果たしておらず問題があるとの意見も多く示された。 



4 

 

その上で、定款認証が果たすべき機能の実効性を確保・向上する観点から、公証

人による実務運用を早急に改善すべきとの意見が多く出される一方、今後は公証人

を介さずにより起業家の負担を軽減する形で前記①～③の機能実現を目指してい

くべきという意見も相当数示され、その評価が分かれた。他方で、前記①～③の機

能を確保するに当たっては、必要な機能水準を確保しつつ、近時のＩＣＴ技術の進5 

展を踏まえたデジタルによる手法を最大限用いることで、会社設立の負担軽減・効

率化を図っていく方向に多くの支持があった。 

このとおり、定款認証制度の果たすべき機能、意義等には多様な意見が示された

ところであるが、この問題は、総論的に制度の存廃を単純に論じるのではなく、会

社設立手続において充たされるべき前記①～③の機能それぞれに応じ、分析的に、10 

定款認証の見直しあるいは定款認証に代わる代替策の有無、それらの効果・負担・

コスト等を検討することが相当と考えられる。現状においては、委員の多くの意見

にあったとおり、前記①～③の必要な機能を定款認証制度が果たしていると整理さ

れることになるが、それは固定的なものではない。会社設立段階で果たされること

が期待される機能の程度や内容、定款認証の制度・運用の実効性等いかんでは、今15 

後、その代替可能性は否定されないからである。 

以上を踏まえると、株式会社の設立の在り方として、①定款や法人格の存立をめ

ぐる紛争の予防、②不正な起業・会社設立の抑止、③マネー・ロンダリング対策（実

質的支配者の把握）といった機能が図られる必要があることを前提に、起業家の負

担軽減を図る観点から、また、デジタル技術の活用も十分に視野にいれつつ、定款20 

認証制度の改善策、見直しと、これに代わる新たな代替手段の有無、可能性を、両

面から併せて検討していくことが相当である。そこで、第３以下では、そのために

考えられるアプローチを、具体的方策・負担軽減策と結びつけて各論的に検討する

こととしたい。また、その取りまとめに当たっては、必要に応じて定款認証の機能、

意義及び制度の現状に関する意見にも触れながら各委員の意見を整理することと25 

した。 



5 

 

 

第３ 「モデル定款」の制度化の是非等について 

１ 議論の経過等 

現行の制度や実務運用では「モデル定款」と位置付けられたものはないが、日

本公証人連合会が公表する定款記載例や、複数の民間事業者が提供する定款作成5 

支援サービスなど、発起人が定款案を作成する際に参考となる記載例やサービス

が提供されている。本検討会では、これらを活用し、又は発展させた「モデル定

款」の作成を可能とした上で、これを活用して起業家の負担軽減を図ることがで

きないかについて様々な観点から検討が加えられた。 

検討の当初においては、どのようなものを「モデル定款」と位置づけるかが問10 

題とされたが、議論が進むにつれて、「所定のフォームに従って一定の必要事項

（商号・事業目的・発行可能株式数等）について入力又は選択をすることで定款

案が簡易・確実・迅速に作成されるシステムないしアプリケーション」（以下「シ

ステム等」という。）を用いて作成された定款案を「モデル定款」と呼称するとい

う大枠のイメージが共有されるようになり、これを前提として、「モデル定款」を15 

利用した場合の具体的な効果、「モデル定款」を作成するためのシステム等の策

定主体や策定の在り方等に関して更に検討が行われた。 

２ 「モデル定款」の制度化の是非について 

⑴ 公証人による認証を不要とする「モデル定款」の制度化の是非について 

ア 本検討会では、まず、民間が用意したシステム等により作成された「モデ20 

ル定款」を利用した場合には、内容の適法性が担保された定款案の作成が可

能となることを前提に、これを利用すれば、公証人による認証を経ずに、法

務局に対して設立登記申請を認めるための法律改正を行うべきとする考え

方が検討された（以下「認証不要案」という。）。 

イ 認証不要案をめぐっては、以下のような論点について、様々な立場から多25 

様な意見が示された。 
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(ｱ) 適法性が担保された「モデル定款」を作成するシステム等の策定可能性

について 

認証不要案に慎重な立場からは、システム等の利用により適法性が保障

されることに疑問を示す指摘があり、さらに、会社法の規律のみでなく許

認可を要する事業に関する各種の業法規制など他の行政手続との関係等5 

も含めて考えると、民間が策定したシステム等を利用して作成された「モ

デル定款」について内容の適法性を完全に担保することは、現時点では不

可能ではないか、また、システム等を用いて結果的に適法性を欠く定款案

が作成された場合に誰がどのような責任を負うのか等を整理する必要が

あるとの意見が示された。これに対しては、認証不要案を支持する立場か10 

ら、民間で展開されている定款作成支援サービスの現状や現在のデジタル

技術の水準等に鑑みれば、簡易な組織形態のパターンに限定すれば、それ

を利用して作成される「モデル定款」について会社法との適合性が担保さ

れるようなシステム等を構築することは可能ではないか、内容の適法性の

担保についてもある程度緩やかに考えられてよいのではないかとの意見15 

が出された。 

そして、許認可を要する事業に関する各種業法と定款に記載される事業

目的との関係については、定款作成の段階で許認可手続を見据えた検討を

加えることの評価の違いに起因し、許認可手続は会社設立後の手続であり、

また、すべての事業に必要とされる訳ではないから、「モデル定款」につい20 

て会社法以外の許認可事業に係る法令との適合性まで確保する必要はな

いとする意見や、その一方で、そのような「モデル定款」が実務で利用さ

れた場合には、許認可を得るために定款変更を要する事例が頻発し、かえ

って円滑な事業開始を阻害することになりかねないという意見があった。

さらに、許認可を要する事業目的の株式会社については「モデル定款」の25 

対象から除外することも考えられるとの意見もあった。 
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(ｲ) 法制度の建付けに関する課題について 

認証不要案に対しては、前記(ｱ)の「モデル定款」を作成するシステム等

の策定可能性にも関連して、仮に「モデル定款」の適法性が担保されるよ

うなシステム等を構築することが可能であるとしても、それによって作成

される定款は簡易かつ最低限度の内容にならざるを得ないのではないか、5 

この場合に特例的な法的効果を認めることは、特定の類型の会社形態を奨

励する意味を持つことになり、定款自治の原則に基づき多様な組織形態を

許容する会社法の精神にもとるのではないかとの指摘があった。これに対

しては、システム等の利用に当たって適切な注釈を付すことにより特定の

類型を推奨するようなことにはならず、定款自治にも反しないという指摘10 

や、会社法の精神にもとるとの指摘については、産業競争力強化法といっ

た特別法により民商事法の特例的効力を付与することも考えられるとい

った考え方も示された。 

また、定款認証は、現行会社法の複雑な会社設立手続の起点として定款

内容や発起人を確定する機能があり、定款認証を不要とするのであれば株15 

式会社の設立手続全体を見直す必要があるとの指摘がされた。これに対し

ては、定款認証の要否に関する見直しと会社設立手続全体の規律の見直し

とを結びつける必要はないのではないかとの意見や、むしろ会社設立手続

を可能な限り簡易迅速化すれば設立手続中の紛争防止に繋がるといった

指摘もあった。 20 

（ｳ）「モデル定款」が普及することによる弊害について 

認証不要案に慎重な立場として、特に消費者被害等を懸念する立場から、

定款認証の際には、発起人となろうとする者が定款の内容や発起人として

の責任を十分理解しているかといった点を公証人がチェックすることが

必要であり、「モデル定款」が安易に利用されることにより、起業家が株式25 

会社の仕組みや目的を十分に理解しないまま発起人や取締役となったり、
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実態に合っていない定款が作成されてしまったりするなどの弊害が生じ、

株式会社の根本規範としての定款の意義が低下するおそれがあるとの意

見が出された。これに対しては、現在の実務では定款の内容について起業

家の理解を公証人が十分に確認するような運用とはなっていないとの指

摘があったほか、発起人の定款の内容に関する理解や責任の醸成を図るの5 

であれば、起業家教育一般や設立登記段階でのパンフレット配布等によっ

ても可能であり、定款認証制度によってそのような機能、役割を負担する

必要はないとの意見もあった。 

 （ｴ）違法・不正な会社設立の予防・抑止について 

認証不要案に対しては、消費者詐欺などを目的とする違法・不正な会社10 

設立が増加傾向にある中、これを予防、抑止するという観点から、公証人

といった公正中立な第三者専門家の関与が必要であるとして、反対する意

見があった。これに対しては、現在の定款認証の実務運用を前提とすれば、

違法・不正な会社設立を予防、抑止する効果は限定的であり、多数の問題

のない株式会社も含めて事前審査の対象とする合理性に欠けるとの指摘15 

があった。もっとも、この点については、事後的な損害賠償請求や行政規

制・刑事罰などでは被害者救済の実効性に欠け、事後対応のみで十分とい

えるかは疑問であるとの意見も示された。 

(ｵ) 「モデル定款」を作成するシステム等の策定主体等について 

認証不要案を支持する立場から、国が作成主体となってシステム等を策20 

定するとした場合であってもシステム等の開発は民間事業者に委託する

ことになり、その開発費用が国の負担となるに過ぎないから、「モデル定

款」に関するシステム等の作成主体は民間とし、国は、当該システム等が

法令に適合した定款を作成することができるか否かの機能審査や認証を

行うという形で関与すれば足りるという意見や、国がガイドラインや基準25 
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を提供して民間が策定するシステム等を技術専門家が評価するような仕

組みが考えられるとの意見があった。 

これに対しては、民間が策定するシステム等の品質保証のために必要な

審査コストを、国の予算と手間をかけて全て負担することは合理的な制度

設計とはいえないのではないかとの意見もあった。 5 

ウ このように、認証不要案については、これが実現すれば起業家の負担軽減

の効果が大きいのは確かであるものの、制度の根幹や制度化に関わる事項に

ついて、所期の機能を有するようなシステム等の技術的開発の可能性や株式

会社設立手続全体の中での定款認証制度の位置づけに関する見方の違いに

起因し、解決を要する課題が複数指摘されており、そのために本検討会にお10 

いても多数の委員が慎重・反対の意見を述べ、方向性の一致がみられない状

況にある。そのため、実現に向けて指摘された複数の課題について、まずは

それを検証・解決していく必要があると考えられる。すなわち、認証不要案

について一定の支持があったとおり、今後の見直しの方向性として考えられ

るものであるが、その制度化に当たっては、前記イで掲げられているような15 

システムの技術的開発や機能確保・審査等の問題、具体的な担い手確保とい

った枠組み作りの問題や、さらには会社法など関連法令の見直しが必要にな

るといった制度的課題の検討も必要となる。 

そうすると、本検討会としては、認証不要案が前提とする制度設計を考え

られる１つの方向性としつつ、引き続き、想定される課題の整理・検証をし20 

た上での検討を要するものと整理するのが相当と考えられる。 

⑵ 「モデル定款」を利用した負担軽減策について 

 ア 以上のような認証不要案に慎重な立場、あるいは現時点では時期尚早とす

る立場から、まずは速やかな取組が可能な方策として、「モデル定款」を利用

した場合について、認証手続に要する時間を大幅に短縮する、平日夜間にも25 
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手続を行うなど、ファストトラックを確保した実務運用上の取組を行うべき

との考え方（以下「ファストトラック案」という。）が示された。 

このファストトラック案については、起業家の負担軽減策としてはなお不

十分であるとの指摘や、このようなメリットであっても特定の類型の会社形

態についてのみ特典を付与することとなり会社法の精神に反するとの指摘5 

もみられたが、起業家の負担軽減策としてまずはこのような取組が行われる

こと自体については、本検討会では肯定的な意見が多かった。また、ファス

トトラック案については、具体的な運用に関し、「モデル定款」の幅広い利用

が可能となるよう無料で広く公開されるべきであるとの意見や、「モデル定

款」の対象について小規模で簡易な組織形態の株式会社に限定すべきである10 

として、発起人の数や属性、資本金額、機関設計等に限定を設ける意見が複

数あったほか、多様な組織形態が可能な株式会社の中で「モデル定款」はそ

のうち一部の会社形態についてのものに過ぎないこと、起業家自らの選択・

判断のみによらず、専門家に相談する選択肢もあること、一旦定款を作成す

るとその後の変更に相応の手続が必要になること、というような留意点を併15 

せて提供して注意喚起すべきとの意見がみられた。さらに、「モデル定款」を

作成するシステム等の策定主体や策定プロセスについては、法務省が責任を

持って関与すべきとの意見と、実務の知見とシステム技術のある民間主導で

進めるべきという意見の両方があったほか、有識者、専門資格者を含めた有

識者会議で策定した上でパブリックコメント等による一定のオーソライズ20 

を与えることが必要ではないかとの意見があった。 

イ これらの意見を踏まえると、ファストトラック案については、認証不要案

について前記の検討が進められることと並行して、まずは実現可能な取組と

して、このような運用を速やかに開始することに向けて、その実現のための

枠組み等を早急に進めることが考えられる。また、具体的な取組を進めるに25 

当たっては、「モデル定款」の意義、メリット等を広く情報発信した上で適切
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な利用を促しつつ、「モデル定款」を作成するためのシステム等を利用する

に当たって起業家に必要な留意事項も提供されることにより、システム等の

利用に伴う弊害が生ずることのないよう、留意することが求められる。これ

らに配意した上で、「モデル定款」を作成するための具体的なシステム等の

策定や、その後の継続的な改訂等のプロセスについても必要な検討を行うべ5 

きと考えられる。 

⑶ 「モデル定款」を作成するシステム等における情報提供の在り方について 

本検討会では、ファストトラック案と同じく運用上の取組と位置付けつつ、

ファストトラック案とは異なり、システム等を利用して「モデル定款」を作成

する場合において自由記載を広く認めるなど発起人の独自性・選択の多様性が10 

確保された内容とするが、定款作成を支援する情報提供の効果にとどめ、これ

を利用する場合であっても、定款認証の手続負担まで軽減する仕組みは設けな

いとする考え方（以下「情報提供案」という。）も出された。この立場は、発起

人において自らが作成しようとする定款案について幅広く十分な理解が得ら

れることに資するよう、フォームの選択肢の詳しい内容解説や選択肢以外の他15 

の選択可能性に関する情報提供、発起人としての責任を負うことに伴う警告、

専門家を含む各種相談窓口の案内等の情報を広く提供することを重視するも

のである。 

本検討会では、情報提供案では起業家にとってのメリットが少なく、発起人

の負担軽減策としても不十分であるとの指摘が多く、情報提供案を支持する意20 

見は少なかった。もっとも、認証不要案やファストトラック案に沿って「モデ

ル定款」を活用する場合であっても、情報提供案の指摘を勘案して組み入れら

れる部分はあり、例えば、「モデル定款」を作成するためのシステム等の利用者

の理解に資する適切な情報提供が併せて行われるべきであることは大いに参

考になると考えられる。すなわち、起業家の負担軽減の観点から、「モデル定25 

款」を利用した場合の利便性の向上やメリットの充実に向けた取組が今後とも
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進められるべきであるが、それとともに利用に伴う弊害を回避する方策として、

株式会社における定款の意義、「モデル定款」は会社法の認める多様な組織形

態のうち一部の形態についてのものであること、発起人は会社設立に関して相

応の責任を負うこと等について理解を促進することが必要であり、「モデル定

款」の制度化ないし実務上の負担軽減策の運用に当たって配慮することが望ま5 

しい。 

３ 「モデル定款」を利用する仕組みの実現に向けた提言  

 以上のとおり、本検討会では、現行の制度や実務運用で明確に位置付けられた

ものがない「モデル定款」について、今後、法務省を中心として、その「モデル

定款」の位置付けを明確にしつつ、具体的な負担軽減の効果やメリットの実現に10 

向けた検討や枠組みの準備を進めることを求める。 

まずは本検討会で最も支持する意見が多かったファストトラック案の早期実

現に向けて、「モデル定款」を作成するためのシステム等の内容や利用上の利便

性、それを利用した場合のメリットの充実など、具体的検討を進めるべきである。

さらに、認証不要案については、先述のとおり課題が指摘されているものの、考15 

えられる１つの方向性であることを踏まえ、課題の整理等を進めるべく、システ

ム・運用・制度上の課題について必要な調査検討を進めることを求めたい。 

 

第４ 面前確認手続の見直しについて 

１ 議論の経過等 20 

現行公証人法においては、定款認証の際に、公証人による面前での確認手続が

要求されており、これを省略することは認められていない。このため、面前確認

手続を省略することやその代替方策を認めるためには、公証人法の改正ないし特

例法による例外措置を講ずることが必要となる。これを前提に、本検討会におい

ては、より負担の軽い手続で迅速な会社設立を実現したいと考える起業家のニー25 

ズを念頭に置きつつ、見直しの要否やその方向性について検討が加えられた。 
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なお、前記第３で認証不要案を採用することになれば、一定の場合には定款認

証が不要となるため、面前確認手続自体の見直しの検討を要しないとの考え方も

あるが、仮に認証不要案を採用しても、「モデル定款」を利用しない場合などには

定款認証が残り、また、「モデル定款」の制度化の是非とは別に、定款認証一般を

視野に面前確認の見直しをすることも考えられる。このような観点から、第３と5 

は独立した論点として、第４が検討された。 

２ 面前確認手続の見直しについて 

⑴ 面前確認が果たすべき機能について 

検討に当たっては、まず、公証人による面前確認が果たすべき機能について

改めて立ち返って意見が交わされた。定款認証の役割・機能として整理されて10 

きた事項のうち、定款の内容の適法性担保については、公証人が定款案を法的

観点から審査することで足り、面前確認手続までは要しないとの点についての

異論はみられなかったが、面前確認において発起人の本人確認や真意（実質的

設立意思。定款記載の会社を実際に設立・活動する意思や、発起人として法的

責任を負う認識等が含まれる。）の確認が必要かどうか、必要であるとしてど15 

の程度まで厳密に確認を求めるべきかとの点、さらには、会社設立の検討に当

たって公証人が発起人に行う助言機能、発起人として責任を負うこと等の警告

機能を求めるべきかとの点については委員の間で考え方が分かれ、この違いを

背景として、面前確認手続の見直しの方向性についても複数の考え方が示され

た。 20 

⑵ 面前確認手続の見直しの方向性について 

ア まず、面前確認において、発起人の実在や真意（実質的設立意思）の確認

に加え、違法・不当な目的での設立抑止の機能、公証人が設立設計に当たっ

て発起人に行う助言機能、発起人として責任を負うことについての警告機能

を広く有していることを重視する立場から、面前確認手続の省略を認めるこ25 

とに慎重な意見があった。この立場からは、現在の運用では十分に普及して
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いないウェブ会議システム（現状での利用は全体の１割程度）を利用した面

前確認手続の利用を積極的に促進することで、起業家の負担軽減を相当程度

図ることが可能であるとの考えが示された。 

もっとも、このような考え方に対しては、ウェブ会議システムを利用した

手続であっても、公証人との面談の予約や時間確保が必要であり、発起人の5 

負担は小さくないという指摘や、助言機能や警告機能は望ましいものではあ

るものの、公証人の面前確認手続のみによって実現する必要はなく、代理人

による面前確認が広く認められている現行の実務の実態とも乖離している

との指摘があった。本検討会の多数の委員の意見としては、ウェブ会議の利

用拡大を実施するのは当然の方向性であるが、その程度の見直しでは不十分10 

であり、起業家の負担軽減のために更なる見直しを図るべきというものであ

った。 

そうすると、前記のような立場の指摘、特に、ウェブ会議を用いる場合に

は公証人と発起人等との双方向のリアルタイムのやり取りが確保され、疑わ

しい場合に審査の精度が高まるとの観点は念頭に置きつつも、これにとどま15 

らない改善策を検討していくことが必要と考えられる。 

イ 次に、定款認証が果たすべき機能の中心は適法性の確保と本人確認にある

との立場から、デジタル技術の活用（定款に付した電子署名等）によって発

起人本人の確認ができれば、一律に面前確認手続を不要とする（面前確認手

続の廃止）との意見が出された。 20 

  この立場では、本人確認の方法として、発起人に対し、マイナンバーカー

ドに搭載された公的個人認証に基づく電子署名を定款に求めるほか、電子署

名に加えて容貌の画像提供を求めるなど本人確認方法を実施すること等が

想定されることになるが、面前確認をおよそ要しないという点で、起業家の

負担は大きく軽減されることになる。 25 
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もっとも、この見解に対しては、電子署名や容貌の画像提供等のみでは、

あくまで本人確認が可能となるにすぎず、発起人の真意（実質的設立意思）

は確認できないのではないか、そうすると、名義貸しなど設立される会社の

実態を知らない発起人による設立や、会社の事業実態を確認して違法・不当

な目的による設立を抑止するとの定款認証の機能が損なわれ、株式会社が消5 

費者犯罪等に悪用される可能性が増すのではないかといった指摘があった。 

そして、本検討会の多数意見としては、現行制度上、公証人が面前確認手

続で、本人確認に加えて真意（実質的設立意思）の確認を行うという整理が

されているところ、これを本人確認のみで足り、真意の確認までは必要がな

いと変更することについてまでは了解できないというものであった。そうす10 

ると、意思確認として本人確認のみで足りるとすることには本検討会として

のコンセンサスは得られていないといわざるを得ず、その前提で、この立場

が指摘する本人確認方法等を参考にするのが相当と考えられる。 

ウ その上で、本検討会で多数の意見を占めたのは、違法・不当な目的での設

立抑止等のために面前確認が果たすべき発起人の真意（実質的設立意思）の15 

確認機能を維持すべきことを前提としつつ、これまでの面前確認手続のみに

よらず、デジタル技術を用いた方法等により発起人の真意（実質的設立意思）

を確認することが確実に担保されるのであれば、面前確認手続の省略を認め

てもよいとする考え方である。 

この考え方にも２つの立場があり、１つは、法律改正により、デジタル技20 

術を用いた情報提供その他の面前確認手続以外の新たな方法によって、公証

人が本人確認及び発起人の真意（実質的設立意思）の確認を行う新たな手続

を設けることとし、この手続により意思が確認された場合には、面前確認手

続を省略することを認めるとするものであり、もう１つは、法律改正により、

デジタル技術を用いたシステム上で完結する確認手続のみによって、公証人25 

の関与なく本人確認及び発起人の真意（実質的設立意思）の確認を行う新た
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なデジタル手続を設けることとし、このデジタル手続により意思がシステム

上確認できない場合にのみ例外的に公証人の面前確認を行うというもので

ある。両者は、必ず公証人との面前確認手続が必要とされている現行法に対

し、法律改正により一定の要件のもとで面前確認に代わる代替手段を導入し

ようとする点で同じ方向性を志向するものであるが、公証人が一切関与しな5 

いデジタル完結手続を設けるか否かといった点に違いがあると整理される。 

エ この２つの立場のうち、委員からより多くの支持があった前者（公証人が

デジタル技術の利用その他の面前確認以外の方法で確認するもの）について

は、面前確認手続の役割を維持しつつ、それと同様の機能が確保される新た

な審査手続を設けようとするものであるが、公証人が確認を行う新たなスキ10 

ームについては更なる検討を要する課題である。本検討会では、例えば、①

発起人本人が設立意思等を宣明した状況を録画等した電子データを提供さ

せて公証人が当該録画等を確認する方法、②定款認証の事前相談から認証付

与までの過程のいずれかの段階で公証人が発起人とウェブ会議等で直接や

り取りすることにより設立意思等を確認する方法、③専門資格者が代理人と15 

して実質的に関与している場合に公証人が専門資格者に発起人の設立意思

等を確認して保証を得る方法が挙げられたほか、④公証人が発起人本人とか

ねてから面識があり、メール等のやり取りで発起人の設立意思等が確認でき

た場合には面前確認を不要とすることを認めてよいとする考え方が示され

た。これらは、公証人が面前確認に代わるデジタル的な情報提供その他の方20 

法で発起人の真意（実質的設立意思）を確認することができる場合には、面

前確認を不要とするものであり、具体的事案において十分な確認ができなけ

れば公証人による面前確認に進むことが予定されており、いずれの場合も公

証人の確認が前提とされている点で、現行の面前確認制度に比較的近いもの

とみることができる。さらに、面前確認を省略するにしても、公証人と発起25 
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人等との間で双方向のやり取りがされることを確保することが重要である

との意見も出された。 

これに対し、一定の委員から支持があった後者（公証人が関与せずにシス

テム上で確認するもの）は、犯罪収益移転防止法施行規則において厳格な本

人確認手法として採用されているｅＫＹＣを活用すること等により本人確5 

認にとどまらず真意（実質的設立意思）の確認までシステム上可能とするデ

ジタル完結（公証人の確認不要）の手続を設けようとするものである。この

方向性は人による確認を要しない余地を認めるもので、より発展的なもので

あるが、ｅＫＹＣや発起人本人の画像の送信等によりどこまでの確認審査が

可能となるのかについて、デジタル的な意思確認の方法として十分な水準に10 

ある手段が確立したといえるか否か未だ認識が一致しない現状からすると、

各種デジタル技術の現状や活用可能性、さらにはこれを組み込んだ意思確認

システムの構築可能性や担い手等の問題がなお検討課題として残るもので

ある。 

オ 本検討会では、多数の委員が、今後、面前確認手続によらずにデジタル技15 

術を用いた新たな方法によって、発起人の本人確認及び発起人の真意（実質

的設立意思）の確認を行う手続の新設を検討する前記ウの方向に賛意を示し

た。そのアプローチとして、前記ウに掲げた２つの方向性が示されていると

ころ、これらは相互に排他的なものでなく、両立・移行可能なものと考えら

れる。他方、現行の公証人による面前確認手続と同様の機能が果たされるこ20 

とを前提として、どのような手続、仕組みを構築するのか、とりわけ、何を

もって発起人の真意を確認したものと評価するのか、そのことをどのような

仕組みで担保するのか、事後的に検証する仕組みをどのように設けるか、面

前確認を不要とする場合の要件をどう考えるか等について、実務的観点を踏

まえた更なる検討が不可欠である。 25 
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その検討・導入の過程では、例えば、本検討会でも多くの支持があった公

証人がデジタル技術等を用いて提供された情報で審査し、意思確認ができれ

ば面前確認を不要とする手続の導入を先行して検討し、並行して、公証人の

関与を必要とせずに、デジタル技術のみによって必要な事項を確認すること

が可能となるシステム構築に向けた技術的・実務上の課題の調査・分析を進5 

めることなども考えられるところである。 

３ 面前確認手続の見直しに向けた提言   

以上を踏まえると、面前確認手続については、デジタル技術等を用いて発起人

から一定の必要な情報提供がされることにより、本人確認に加えて発起人の真意

（実質的設立意思）まで確認された場合には、一定の条件で、面前確認手続を省10 

略することを認める旨の制度見直しを目指していく方向性が相当と考えられる。

その上で、具体的にどのような手続・仕組みを設けていかなる場合に面前確認手

続を省略可能とすべきか、提供された情報のみでは確認が困難な場合にどのよう

にして公証人による面前確認を求めることとするかなど、具体的な制度上の課題

や有効に機能する仕組み・システムの構築等について検討を要する課題があるた15 

め、本検討会で示された意見を踏まえ、更なる検討を進めていくことが相当であ

る。 

 

第５ その他の関連する論点について 

１ 定款認証時における実質的支配者申告制度の在り方について 20 

本検討会においては、定款認証制度の機能・意義に関連して、マネー・ロンダ

リング対策・ＦＡＴＦ（Financial Action Task Force の略）勧告への対応等の

ために実施されている定款認証時における実質的支配者申告制度についても、検

討が加えられた。 

まず、現在の実質的支配者申告制度は、株式会社の設立段階において実質的支25 

配者を把握する制度として公証人が担っているところ、これがマネー・ロンダリ
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ング対策、ＦＡＴＦ勧告への対応に一定の役割・機能を果たしていること、何ら

の代替策も講ずることなく単純に現行制度を廃止するとすれば我が国のマネー・

ロンダリング対策等に関する国際的な評価への悪影響が懸念されることについ

ては、各委員の意見が一致した。 

その上で、現在の実務として、設立される株式会社の実質的支配者について暴5 

力団関係者該当性等を公証人がデータベースで個別に照会して事前に審査する

役割の有用性を指摘し、実質的審査権限のない法務局ではその役割を代替するこ

とはできないとの意見がある一方で、より包括的・継続的な把握の枠組みが実現

すれば、その担い手が公証人である必要はないといった指摘や、定款認証制度と

は切り離した仕組みとすることを検討すべきとの意見もみられたが、いずれにし10 

ても、マネー・ロンダリング対策としての実質的支配者情報の把握に関する見直

しについては、本検討会とは別の政府の枠組みにおいて全体的検討が進められて

いるところ、定款認証時における実質的支配者申告制度の在り方については、そ

の別の枠組みにおける検討状況を見定めながら検討していく必要があることが

確認された。 15 

また、実質的支配者申告制度の運用については、現在も、申告書や関係情報を

メールに添付して公証人に送信することで電子的審査は可能となっているが、本

検討会では、デジタル技術を用いてより一層の利便性向上を求める意見もあり、

今後、起業家のニーズ等を踏まえつつ、必要な運用改善を検討していくことも期

待される。 20 

２ 面前確認の実施ルールの適正化について 

面前確認については、定款認証の機能・意義に関する議論（前記第２）や、面

前確認手続の見直しに関する議論（前記第４）の中で、現在の面前確認手続の実

務運用について、専門資格の有無を問わず代理人による面前確認を広く許容する

扱いとなっているため、設立される会社の実態を詳しく知らない知人・関係者等25 

とやり取りする場合には不十分な確認になりがちであるとの指摘が複数された。 
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この点は、まずは前記第４の面前確認手続の見直しの方向性を踏まえる必要が

あるが、定款認証手続のプロセスの中で公証人による面前確認が今後も一定範囲

で残存するのであれば、それを前提に、公証人において、設立される会社の実態

や発起人の意思に関する疑義の程度なども踏まえつつ、いかなる確認手段を用い

るか、誰を相手方として確認を行うか、確認で疑義が生じた場合にどのように対5 

応するかといった事項について、取扱いのルールを具体化・明確化することが必

要と考えられる。もっとも、このようなルールの具体化・明確化に当たっては、

現在の実務運用と比較して、起業家・嘱託人の負担が過重されることのないよう

に留意すべきであり、定款認証手続全体における起業家の負担軽減の観点からの

配慮が必要と考えられる。 10 

 

第６ 終わりに 

１ 本取りまとめを踏まえた今後の取組の在り方 

本検討会で取りまとめた方向性については、既述のとおり、法務省や関係団 

体等によって直ちに取り組まれ、早期に実現されるべきものと、引き続き、法務15 

省が中心となって検討・調査を進め、課題分析や実現可能性に向けた準備が必要

になるものの双方が含まれるが、いずれについても、起業家の負担軽減に向けた

見直しを図るという本検討会の趣旨に立ち返って、法務省を中心にスピード感あ

る対応が進められることを求めたい。 

その取組を進める際には、本検討会で示した方向性を踏まえ、また、経済界、20 

専門資格者団体、消費者団体等の各方面の実務のニーズ、意見を的確に反映した

上で、必要な取組を加速していくべきである。 

２ 取組のフォローアップと成果結実への期待 

本検討会での議論を進める中でも、定款認証の見直しについては各所で様々な

意見や要望があり、その改善に向けた期待は高まっている状況にある。 25 
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そのため、本検討会で取りまとめた方向性の推進を、まず何より求めたい。な

お、本検討会の議論と並行して、法務省では、本検討会でも取り上げて意見交換

を行った、定款認証に関して速やかに実施する改善措置として、①スタートアッ

プ向けの「モデル定款」の公表（令和５年１２月中）と、これを用いる場合は、

不備がない限り、申請から４８時間以内に認証手続を完了させる新たな運用の試5 

行（令和６年１月～）、②定款認証に必要な面前確認手続について、公証役場出頭

型から、原則ウェブ会議での実施への移行（令和５年度中）を開始する。これら

の取組は、本検討会における取りまとめの方向性の一端にも関連するものである。 

先に述べたとおり、我が国で、スタートアップ支援・創業環境の改善が求めら

れる中、起業家の負担軽減のための定款認証の見直しは喫緊の課題である。本取10 

りまとめで言及した課題認識や、本検討会として示した骨太な方向性を踏まえ、

引き続き、更なる取組を求めたい。そのためには、その取組状況を引き続きフォ

ローアップしていく必要があるとともに、例えば、本人確認方法や意思確認方法

等に関するデジタル技術の現状等を踏まえた更なる実務的検討も要すると考え

られる。今後とも、起業環境やマネー・ロンダリング対策等の全体動向も見つつ、15 

各方面の意見やデジタル技術の進展、諸外国の動向等を踏まえた更なる対応が求

められる。 

最後に、起業家の負担軽減に向けた定款認証の見直しに向けて、本取りまとめ

を第一歩として、その着実な取組と成果の速やかな実現を強く期待して、取りま

とめの結びとしたい。 20 
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